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 本論文は全体で 7 章であり、序章に続いて第 1 章から第 5 章までの



































































































るほど児童生徒 1 人あたりの補助活動費が大きくなること、第 3 章で
人口規模が小さい、あるいは財政力の弱い地方政府の方が統廃合後に
スクールバスの運行を開始する傾向にあること、第 4 章、第 5 章で統
廃合による歳出削減コストと統廃合後の追加施策の実施コストを比較
した時に、大規模な横浜市では統廃合後に予算額の小さな追加施策を
実施し、歳出削減が実現したが、小規模な豊根村では歳出が増加した
という各章の知見から、この点は裏付けられる。小規模な地方政府の
方が統廃合による通学距離の遠距離化の程度が大きく、さらに教育施
設整備の充実が必要となり、それらの施策の実施コストを要するため、
歳出が増加することを明らかにした。  
以上の知見を踏まえ、本論文では、学校統廃合によって歳出が増加
するメカニズムとして、首長、議会、教育委員会のアクター間による政
治的意思決定に基づく能動的な財政行動の帰結というよりも、人口規
模の縮小や統廃合に伴う遠距離通学化等の地方政府がコントロールで
きない外在的要因によって制約された受動的な財政行動の帰結である
ことを解明した。  
